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気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書（平成19年11月公表）に

よれば、地球温暖化は加速的に進行し、農業生産にも深刻な影響を及ぼすと予測されてお

り、我が国においても一部の農作物で高温障害等の発生が問題となっています。

また、我が国の平成19年度の温室効果ガス排出量（速報値）は、京都議定書における基

準年（1990年）と比較して8.7％増加しており、６％の削減約束との差は14.7％に広がっ

ています。

これらの問題に対応するため、農林水産省では「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」

（平成19年６月21日策定）に基づき、

① 森林吸収源対策、バイオマス資源の循環利用や施設園芸・農業機械等の省エネルギ

ー対策等の地球温暖化防止策

② 地球温暖化の農林水産業への影響に対応するための品種の開発や栽培体系の見直し

等の地球温暖化適応策

③ 農林水産分野の地球温暖化防止策及び適応策の技術を活用した国際協力

等、地球環境保全に積極的に貢献する農林水産業の実現に取り組んでいるところです。

１．農林水産省地球温暖化対策総合戦略の改定

平成20年度から京都議定書に基づく温室効果ガス排出削減の第１約束期間が始まり、ま

た、昨年７月に開催された北海道洞爺湖サミットでは首脳宣言の中で低炭素社会の実現に

ついて言及され、国内では「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定されるなど、国内外

における温暖化問題に関する議論が高まっています。

こうした状況を踏まえ、農林水産分野における地球温暖化対策を加速するとともに、農

山漁村の有する可能性を最大限に発揮させ、農林水産分野が低炭素社会の実現に向けた先

導役となるよう、農林水産省地球温暖化対策総合戦略の見直しを行ないました（平成20年

７月29日 。）

その見直しの主要なポイントは以下のとおりです。

① バイオマスや農業用施設由来の化石燃料代替エネルギーを地域全体で活用する「低

炭素社会実現に向けた農林水産分野の貢献」

② 農林水産物の生産に係るＣＯ２排出の削減努力や木材の炭素貯蔵効果等を見えるよ

うにする「農林水産分野における省ＣＯ２効果の表示の推進」

③ たい肥の施用や基盤整備等による農地土壌への炭素貯留機能を高める「農地土壌の

温室効果ガスの吸収源としての機能の活用」

今後、新たな戦略に基づき農林水産分野における地球温暖化対策を強力に推進するとと

もに、低炭素社会の構築に資する農林水産業を実現していきます。
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２．農林水産分野における省ＣＯ２効果の表示

農林水産業関係者の間では、森林吸収源対策、バイオマス資源の循環利用、施設園芸・

農業機械や漁船の省エネルギー対策等の取組が広がってきているところですが、そのよう

な努力を消費者が十分認識できる状況にあるとは言い難いのが現状です。

そこで、これらの農林水産業関係者の温室効果ガス排出削減の努力や、木材製品の利用

による炭素貯留効果、バイオマスの化石資源代

替効果等を消費者に見えるようにすれば、消費

者が商品を選択する際の一助となるとともに、

地球温暖化対策に資する農林水産業や農林水産

物の振興や、化石資源等ＣＯ２排出型資源から

バイオマスへの転換の加速化にもつながりま

す。また、自らの温室効果ガスの排出を国民が

認識し、様々な形で省ＣＯ２型の生活を選択す

ることに資することにもなります。

このような認識の下、平成21年３月までに農

林水産分野の省ＣＯ２効果の表示の展開方向、

具体化に向けた課題等をとりまとめることとし

ています。

14



３．低炭素社会実現に向けた農林水産分野の貢献

森林や農地及び様々なバイオマス資源を有する農山漁村は、食料、エネルギー、各種資

源の供給源として、重要な役割を担っています。低炭素社会の実現にあたっては、これら

農山漁村に賦存する様々な資源やエネルギーを有効活用することにより、化石資源への依

存を減らすことが重要です。

このことを踏まえ、林地残材や間伐材を中心とした山村の木質バイオマスの利用拡大の

加速化や、農山漁村地域における太陽光、農業用水やバイオガス等の自然エネルギーを有

効利用する施設整備を進めるなど、農山漁村に賦存する資源やエネルギーの利用・供給を

進め、施策横断的に地域全体で温室効果ガス吸収・削減の取組を進めます。

また、バイオマス資源を活用した国内排出量取引への取組も進めます。

４．森林吸収源対策

我が国の2007年度（平成19年度）の温室効果ガス排出量（速報値）は、基準年である19

90年度（平成２年度）に比べて8.7％上回っており、京都議定書の６％削減約束の達成の

ためには、今後14.7％の削減が必要とい

う状況です。このうち森林吸収源が3.8％

を担っており 森林吸収量の目標である1,、

300万炭素トンを確保することが必要とな

っています。

9.3  3.8  1.6 
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●2007年度の温室効果ガス排出量確速報値（20.11.12）
に基づく分野別削減の割合
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、京都議定書で認められる森林吸収量は

1990年（平成２年）以降に新たに造成さ

れた森林（新規植林、再植林）と、適切

な森林経営が行われた森林による二酸化

炭素吸収量に限られています。

平成18年度における京都議定書に基づ

く森林吸収量は、1,015万炭素トン（3,72

1万二酸化炭素トン）となっています。こ

れまでの水準で森林整備が推移するもの

として試算した結果、森林吸収量の目標

である1,300万炭素トンを確保するために

は、従来の水準35万haに加え、平成19年度より６年間にわたり毎年20万haの追加的な森林

整備が必要となっています。

このため、平成19年度においては、補正予算による対応を併せ、20万haを超える追加的

な森林整備に相当する予算を措置しました。また、関係省庁とも連携しつつ、官民一体と

なって「美しい森林づくり推進国民運動」を展開し、都市住民、企業等の幅広い森林づく

りへの参画など各種の取組を総合的に推進しました。

平成20年度においては 「美しい森林づくり推進国民運動」を引き続き展開するほか、、

追加的な間伐等を地方債の対象とすることなどを内容とする「森林の間伐等の実施の促進

に関する特別措置法」が成立・施行されたところであり、同法に基づく取組の適切な実行

を通じ、追加的な森林整備の実施の促進を図っています。さらに、補正予算による対応を

併せ、20万haを超える追加的な森林整備に相当する予算を措置し、間伐等の適切な森林の

整備・保全を進めているところです。

５．農地土壌の温室効果ガス吸収源としての活用

我が国の農地土壌が有する温室効果ガスの吸収源としての機能及び本機能の向上に効果

の高い営農活動については、その科学的な知見を集約し、食料・農業・農村政策審議会企

画部会地球環境小委員会において、平成20年３月に「地球温暖化防止に貢献する農地土壌

の役割について」を取りまとめました。

これを踏まえ、農地土壌は、たい肥の施用、緑肥の導入等の適切な土壌管理を通じて、

炭素を貯留することが可能であり、温室効果ガスの吸収源として重要な役割を有している

ことについて、農業者や消費者等に対して広く紹介しているところです。

これらの取組に加え、農地土壌の温室効果ガスの吸収源としての機能を向上していくた

め、モデル地区での実証を行うことなどにより、農業者や消費者の理解を得つつ、農地土

壌への炭素貯留に効果の高い営農活動を推進します。

また、温室効果ガスの吸収源としての農地土壌は、大気・水と並ぶ重要な資源であるこ

とから、将来にわたってこれを健全な状態で保全していくため、土壌中の炭素含有量等に

○新規植林：過去50年来森林がなかった
土地に植林

○再植林：1990年時点で森林でなかった
土地に植林

○森林経営：持続可能な方法で森林の多
様な機能を十分発揮するための一
連の作業

京都議定書で森林吸収源の対象と認められる森林

１９９０年 ２０１２年

国土の２／３が既に森林で覆われる我が国では、適切に
経営された森林の吸収量で１３００万炭素トンを確保

対象地ほとんど
なし

既にある森林の
うち、間伐等がさ
れた森林が対象
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ついて定期的なモニタリングを実施するとともに、基盤整備による農地土壌の炭素貯留機

能を向上させるための実験事業を実施します。

また、京都議定書の第２約束期間（2013年以降）の枠組み(次期枠組み)について、平成

21年までに結論を出すことが合意され、検討がなされています。我が国においても、森林

吸収源に加えて、農地土壌の温室効果ガス吸収源としての機能の活用を、次期枠組みにお

いても、しっかりと位置づけられるように、各国と協力しつつ、交渉に参画しているとこ

ろです。

○ 地球温暖化防止に貢献する農地土壌の役割について

土壌は地球規模の炭素循環、炭素の貯留の

場として重要な役割を果たしています。具体

的には、土壌が表層１ｍに約２兆トンの炭素

を土壌有機物の形態で保持しており、これは

大気中の炭素の２倍以上、植物体バイオマス

の約４倍に相当し、その増減は地球温暖化に

大きな影響を及ぼしています（図１ 。）

農林水産省が実施した土壌環境基礎調査

の結果を踏まえると、我が国の農地土壌に

おいて、表層30㎝に、水田1.9億トン、畑1.

6億トン、樹園地0.3億トン、合計3.8億トン

、の炭素が貯留されていると見込まれますが

こうした農地土壌が貯留している大量の炭

素は、有機物の施用や耕起の方法等営農活

動によって増減します（表１ 。）

また、土壌環境基礎調査（長期有機物連用試

験：水田52地点、普通畑26地点）の成果から、

全国の農地土壌に対して、たい肥を毎年1.0～1.

5トン/10a（水田：1.0トン/10a、畑：1.5トン/1

0a）施用した場合、化学肥料のみを施用した場

合と比べて、毎年220万炭素トンの炭素貯留量の

増加が図られると試算され、これは、京都議定

書における我が国の第1約束期間における削減目

標量2,063万炭素トン（1990年温室効果ガス総排出量の６％）の約１割に相当します。

さらに、たい肥の施用を行った場合、水田土壌からメタンの発生が増加することから、たい肥

の施用に伴う年間炭素貯留増加量からこれを差し引くと、農地土壌全体の炭素収支としては、

年間193～204万炭素トンの炭素貯留量の増加が図られると試算されました（表２ 。）

   

植 物 体 ﾊ ﾞｲ ｵ ﾏ ｽ

5, 0 0 0 億 t

大 気 中 炭 素 貯 留 量

7 ,6 0 0 億 t

土 壌 － 大 気 間 で

60 0億 t /年 の 交 換

化 石 燃 料 の 燃 焼
等 に 伴 う 排 出

図 １ ：世 界 の 土 壌 ・大 気 に お け る 炭 素 貯 留 の 推 定

土 壌 有 機 炭 素 貯 留 量

2 兆 t  (表 層 1 m )
う ち 、 40% が 農 林
業 の 影 響 下

   7 2 . 3 億 t

資 料 ： O E C D 「 土 壌 有 機 炭 素 に 関 す る 専 門 家 会 合 報 告 書 」 ( 2 00 3 ) を 基 に 作 成

注 ： 化 石 燃 料 等 の 燃 焼 に 伴 う 排 出 は 、 ｴﾈ ﾙ ｷ ﾞー 経 済 統 計 要 覧 （2 0 0 7 年 版 ） よ り

土 壌 に は 、 有 機 炭 素 と は 別 に 無 機 態 の 炭 素 9 5 0 0億 t (S c ie nc e誌 2 0 04 年
6 月 1 1日 号 )が 存 在 し て い る。
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６．地球温暖化適応策の推進

先般公表されたＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）の第４次評価報告書によれ

ば、氷河や永久凍土の融解、動植物の春季現象（発芽、鳥の渡り、産卵行動など）の早期

、 、化や生息域の移動など 既に世界中の自然と社会に影響が生じていることが明らかにされ

今後さらに地球温暖化が進行すれば、水資源、食料生産等に深刻な影響が生じると予測さ

れています。

また、我が国においても一部の農作物で高温障害等の発生が問題化しており、例えば、

水稲では、粒が乳白化したり、細くなる「白未熟粒 、果実では、ミカンの「日焼け果」」

や「浮皮症 、ブドウの「着色障害」等の被害が発生しています。」

さらに、今後の地球温暖化の進行による農林水産業への影響については、これまでの予

測研究の結果、仮に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、水稲では、潜在的な収量が北

、 。 、海道では13％増加する一方 北海道以外では８～15％減少すると予測されています また

果樹ではリンゴやウンシュウミカンの栽培適地が北上し、将来は新たな地域が栽培可能に

なる一方で、現在の主要な産地が気候的に不利になる可能性が予測されています。

このような状況を踏まえ、農林水産省では地球温暖化適応策として、以下の２つの取組

を推進しているところです。

水 稲 果 樹

高温によるみかんの「日焼け果」

高温によるみかんの「浮皮症」

成熟が進んでからの高温・多雨により、
果皮と果肉が分離（品質・貯蔵性の低下）

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫
までの期間）の日平均気温が２７℃を
上回ると玄米の全部又は一部が乳
白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」
が多発。

・特に、登熟期の平均気温が上昇傾
向にある九州地方等で深刻化。

ぶどうの着色障害

高温によるアントシアニンの
合成抑制

高温による水稲と果樹の被害発生例

着色不良

正 常
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(1) 温暖化適応策技術の導入促進

地球温暖化による農作物への影響については、その発生状況を把握するため、全国調査

、 「 」を行っており 平成19年度の温暖化影響については 平成19年夏季高温障害対策レポート

（平成20年４月）にまとめ公表しています。また、温暖化に対する産地の取り組みを支援

するため、主要農作物について温暖化適応策技術をまとめた「品目別地球温暖化適応策レ

ポート （平成19年６月）を作成し、これら適応策技術の生産現場への普及を進めている」

ところです。

、 、 、生産現場における具体的な例としては 水田作では 鹿児島県の南種子島地区において

ほ場の地下水位を制御し、気候変動による多雨や小雨による影響を回避するための地下灌

漑システム（FOEAS）を導入した実証・普及事業が平成20年から始まっています。

また、温暖化適応品種の普及も着実に進んでおり、水稲では高温でも白未熟粒の発生が

少ない「にこまる」が九州を中心として導入され、平成19年の作付面積は約600ha、平成2

0年では1000haを超える作付面積が見込まれています。果樹ではりんごの優良着色品種で

ある「秋映」が長野県を中心に導入され、約200ha（平成17年産）において栽培が行われ

ています。

○ 適応策の例（品目別地球温暖化適応策レポートより）

[大豆] 畦間かん水による生育量の確保等 [野菜] 遮光フィルムによる温度管理

急激に用水量が多くなる開花期前後に畦間か 主に夏期の施設栽培において、気温、地温な

ん水を実施し、水分不足による落花等を回避し どの上昇を抑制、植物の高温障害を回避し生育

ます。 を良好にします。

今後は、このような取り組みのほかに、地球温暖化への戦略的な対応を進めるために、

、 、栽培や気象などの専門家による推進体制を整備し 都道府県から寄せられた情報を分析し

温暖化による影響の発生状況を把握すると共に、影響が認められる産地に対して、産地診

断や技術指導などを行い、産地の温暖化に対する取り組みをサポートしていきます。
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(2) 技術開発等の推進

将来の地球温暖化の進行による農林水産業への影響に関する予測研究を推進するととも

に、生産現場でのニーズを踏まえて、現在問題となっている高温障害等に適応する技術開

発に取り組んでいます。

具体的には、農林水産業の主要品目について温暖化影響予測モデルの構築に向けた研究

を進めいている他、現在発生している高温障害等への適応技術の開発として、水稲におけ

る高温に適応した栽培技術の開発、畑作物の気温上層への適応技術の開発、ミカンの浮皮

やブドウの着色不良等の果実生理障害発生軽減技術の開発、温暖化適応性の高い茶品種の

選定や生産技術の開発、施設野菜における低コスト環境制御技術の開発、暑熱下での牛の

飼養技術の開発等に取組んでいます。
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